
 

 1 

Ｅ－ディフェンス公開実験のお知らせ 

－災害拠点建物の災害時機能継続性を検証する－ 

１．はじめに 

国立研究開発法人防災科学技術研究所では、文部科学省地球観測システム研究開発費

補助事業「首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト」（※1）の一環とし

て、国立大学法人東京大学との連携により、大地震が発生した際の早期の被害推定及び都

市機能の速やかな回復を目指し、都市を構成する建物の機能保持及び建物倒壊までの崩

壊余裕度に関するデータの収集・分析・解析により建物の予防力向上を図る研究を実施し

ています（※2）。 

今回の公開実験では、地震発生後に、市役所など災害対応の拠点となる建物が継続して

使用可能か否かを迅速に判定する手法を確立するため、防災科学技術研究所が所管する

世界最大の「実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）」を活用して、耐震構造

の３階建て鉄筋コンクリート（RC）造建物を対象とする大型振動台実験を実施します。 

具体的には、①天井・窓・外壁仕上げタイル・屋上配管などの非構造部材を含む建物の機

能を検証するとともに、構造体及び非構造部材の損傷把握システムの開発に資するデー

タを収集・整備するほか、②実験の対象となる建物としては、前述のとおり災害拠点建物

を想定していますが、巨大地震時の損傷の抑制と地震後の機能継続性を達成する新たな

柱・梁部分の施工方法及びその有効性について検証を行います。 
 
※1：自然災害に対し、安全・安心を確保してレジリエントな社会を構築することを目標とするプロジェクト（参考資料２参照） 

※2：研究課題「災害拠点建物の安全度即時評価および継続使用性即時判定」 

 

２．実験概要 

①災害対応の拠点となるRC造建物（非構造部材を含む）の機能検証及びデータの収集・整備 

今回の実験の対象となる建物は、災害拠点となる役所建物を想定した３階建てのほぼ

実物大の建物です（図１）。設計は、災害拠点設計ガイドライン注１に従って設計していま

す。階高は、一般的な役所建物を参考に、１階部分は４m、２階以上は 3.2m としていま

す。平面の大きさは、およそ 5m×10m としており、今回の実験では長辺方向に加振しま

す。 

 

図 1  試験体の立面図 

写真 試験体の施工状況 
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建物の２階及び３階には、天井が施工されています。３階の天井は耐震天井注２であり、

２階は特別な対策が取られていない非耐震天井です。天井の被害を把握するため、天井に

は加速度センサが貼付されています。また、屋根裏および床から画像を記録しています。 

同じく２階及び３階には、窓が設置されています（図２(a)）。３階は耐震性の低い窓ガ

ラス、２階は耐震性の高い窓ガラスになっています。いずれの窓ガラスも、飛散防止のた

めにシートが貼られています。ガラスの損傷は変形に依存するため、変位計が取り付けら

れています。 

外壁には仕上げのタイルが貼られています（図２(b)）。タイル仕上げは、通常のモルタ

ルで貼り付けたものと、変形に追従しやすい弾性接着剤で貼り付けたものが、梁の中央で

左右に分かれています。タイルの浮きを自動把握するために、光ファイバーケーブルが貼

り付けられています。 

屋上についても、熊本地震などで確認された、屋上の配管用の置き基礎の転倒の被害と

その対策注３の実用性を確認するために、屋上には対策を講じた置き基礎と対策を講じて

いない置き基礎が配置されています。 

 

 (a) 窓の配置           (b) 仕上げタイルの配置 

図２ 非構造部材の設置計画 

 

一連の実験では、災害拠点として設計された建物の耐震性能と継続利用性を、地震の大

きさを変えながら確認します。また、非構造部材に関しては、地震の大きさと被害の関係

を把握し、非構造部材の被害と継続使用性、及び復旧の容易さを確認します。 

また、実験においては、簡易で安価な普及型センサ、光ファイバーや画像解析による計

測を行い、構造体及び非構造部材の損傷把握システムの開発に資するデータを収集・整備

します。センシング技術の向上を図ることにより、即時の建物応急危険度判定注４及び自

治体の早期被害把握と即時災害対応への支援・連携を意識した、建物の構造体と非構造部

材を含めた耐震性能判定システムの開発研究を実施していきます。 

 

 

 

 



 

 3 

②巨大地震時の損傷の抑制と地震後の機能継続性を達成する新たな柱・梁部分の施工方

法及びその有効性の検証 

一般的な建物には、柱の横に袖壁、梁の上に腰壁、梁の下には垂れ壁といった、薄い壁

（２次壁と呼ばれます。）が取り付けられます（図３(a)）。２次壁は、構造上の主要な部

分とはならない壁ですが、部分的に地震力などに対する抵抗を増大する効果があります。  

しかし、大きな引張り力で鉄筋が伸び、更に圧縮力が作用すると鉄筋がくの字に曲がり、

周りのコンクリートを傷めます。災害拠点建物では、大きな地震の後でも継続してその機

能を維持する必要がありますが、こうした損傷が生じると、継続利用性が損なわれます。 

そのため、これまでの設計では、図３(b)のように、構造スリットという隙間を設けま

す。しかしこの方法では、折角の２次壁の効果を捨てることになります。 

そこで、本研究課題では、新たに図３(c)の様に圧縮側の力だけをコンクリートに負担

させ、鉄筋は柱表面で切断し、引張力を負担しないことでコンクリートの損傷を低減する

新しい配筋方法を提案しています。 

今回の公開実験では、新しい配筋方法の有効性を比較検証するため、１階と最上階では

図３(c)の配筋を、それ以外の階では図３(b)の配筋を採用しています。 
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(a) 一般的な配筋    (b) 構造スリット   (c) 新たに提案する配筋 

 

図３ ２次壁端部の処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

（凡例）  構造上の主要な部分     ２次壁      鉄筋（垂れ壁横筋） 
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参考資料１（語句説明） 

 

注１ 災害拠点ガイドライン 

 自治体の災害対策本部が置かれるなど災害応急対策の拠点となる建築物が、被災時に

おいてもその機能を継続して発揮できるようにするため、設計に当たって配慮すべき

事項を平成 30 年に国土技術政策総合研究所が国総研資料としてまとめたものです。正

式名称は「災害拠点建築物の設計ガイドライン（案）」です。その後国土交通省は同年

に別途「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン」をまとめています。 

 

注２ 耐震天井 

 地震による天井脱落などの被害に鑑みて、天井脱落対策の規制ができました。建築基準

法施行令等は平成 25 年 7 月 12 日に、関連告示は平成 25 年 8 月 5 日に公布されまし

た。この新基準により、耐震性を高めた天井を耐震天井と呼びます。 

 

注３ 配管用の置き基礎 

 屋上には防水材が仕上げとして塗布されています。配管等を止めるためのアンカーを

打設すると、この防水仕上げに穴をあけてしまうこととなり、漏水の原因となります。

その為、配管の基礎部は、屋上に置いてあるだけであるのが一般的です。大きな揺れを

受けても転倒しにくくするため、１か所当たりの脚の数を２本から４本に増やしてい

ます。 

 

注４ 建物応急危険度判定 

地震被害を受けた建築物の現地調査を行い、余震による倒壊や落下物等の危険度を判

定ステッカーで表示し、人命に関わる二次災害の防止を目的としています。 
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参考資料２（プロジェクト概要） 

  
■「首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト」 

（総括：平田 直 防災科学技術研究所 首都圏レジリエンス研究センター長/東京大学 地震研究所 教授） 

【デ活】防災分野における企業・組織の課題解決、事業継続能力の向上に資することを目的とした「デ

ータ利活用協議会」を立ち上げ、運営。 
 
※上記プロジェクトは以下のサブプロ【a】～【c】により構成しており、本研究課題（「災害拠点建物

の安全度即時評価および継続使用性即時判定」は、サブプロ【c】として実施。 

 

サブプロ【a】首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上に資するデータ利活用に向けた連携体制の

構築では、 (１)被害の拡大を阻止し、都市機能の早期復旧・復興を実現する技術的課題抽出、デー

タ利活用策の検討をするとともに、(２)データ利活用に向けた民間企業や関係機関等との連携を模

索する（社会科学を中心とした防災研究）。16 の研究機関・大学（22 名）と６つの企業・団体（６

名）が研究開発を実施。（統括：田村 圭子 新潟大学 危機管理本部 危機管理室 教授、上石 勲 防

災科学技術研究所 首都圏レジリエンス研究センター副センター長） 

 

サブプロ【b】官民連携による超高密度地震動観測データの収集・整備では、(１)官民連携超高密度観

測データの収集・整備と、(２)マルチデータインテグレーションシステムの検討を行う（理学を中

心とした防災研究）。3つの研究機関・大学（27名）と１つの企業・団体（１名）が研究開発を実施。

（統括：酒井 慎一 東京大学 地震研究所 観測開発基盤センター 准教授、青井 真 防災科学技術

研究所 地震津波火山ネットワークセンター長/総括主任研究員） 

 

サブプロ【c】非構造部材を含む構造物の崩壊余裕度に関するデータ収集・整備では、(１)非構造部材

を含む崩壊余裕度に関するデータ収集・整備、(２)地盤－建物系のセンシングデータの収集・整備

を行う（工学を中心とした防災研究）。13 の研究機関・大学（27 名）と２つの企業・団体（３名）

が研究開発を実施。（統括：西谷 章 早稲田大学 理工学術院 建築学専攻／建築学科 教授、梶原 浩

一 防災科学技術研究所 地震減災実験研究部門（兵庫耐震工学研究センター）部門長/総括主任研究

員） 
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＜交通のご案内＞ 

 

【電車をご利用の場合】 

神戸電鉄押部谷駅・緑が丘駅よりタクシーで約 10 分 

神戸電鉄緑が丘駅より神姫ゾーンバス防災公園線で約 15 分（防災公園前下車） 

神戸市営地下鉄西神中央駅よりタクシーで約 25 分 

新幹線新神戸駅よりタクシーで約 40 分 

※タクシーをご利用の場合、公開実験終了後は大変込み合いますので事前のご予約を

お勧めします 

 

【乗用車をご利用の場合】 

山陽自動車道三木東ＩＣより約 5分 

※施設近辺に駐車場を用意しておりますが、限りがございます。 

なるべく、乗り合わせてお越し下さいますようお願いいたします。 

 

 

国立研究開発法人防災科学技術研究所         

兵庫耐震工学研究センター（Ｅ－ディフェンス）    

〒673-0515 兵庫県三木市志染町三津田西亀屋 1501-21 

Tel：0794-85-8211（代表）／ Fax：0794-85-7994 

 


